様式第１（第３条第１項関係）
　

指定管理者指定申請書

年　　月　　日　　

（宛先）東大阪市教育委員会
（申請者）

所在地

団体名

代表者名　　　　　　　　　　　　　

　東大阪市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　指定を受けようとする公の施設の名称

２　添付書類

３　担当者連絡先

提出書類第１－１
団　体　概　要　書（１）
	団体の名称
	

	代表者役職・氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金

（公益法人等の場合は、資本金に類するもの）
	

	役員数
	

	職員数
	

	経営理念・

団体の特色
	

	事業内容
	

	実施している

文化的活動
	

	主な事業所等
	

	申請理由

（当該施設の管理運営を希望する理由）
	


※団体の概要がわかるパンフレット等も添付してください。

※各項目とも提出書類第７を用いて詳細を記述いただいても結構です。この場合、各項目には「別紙○のとおり」と記載してください。

提出書類第１－２
団　体　概　要　書（２）
１　労働環境等について
	労働環境に関し、報道等に取上げられた実績
	（年月・媒体・内容等）


	業務の安全成績

（過去１０年）
	事故　　　件
	死亡　　　人
	重傷　　　人
	軽傷　　　　人

	
	（事故発生年月・内容・原因・善後策）


	労使間の紛争
（過去１０年）
（有無及び内容）
	

	労働基準監督署等からの指導など
（過去１０年）
	


２　人権啓発の取組み
　令和７年９月１日現在
	大阪労働局・大阪府公正採用人権啓発推進員
	・選任している

・選任していない

	東大阪市企業人権協議会（大阪府下の企業人権協議会地域連絡会も可）への入会
	・入会している

（団体名：　　　　　　　　　　　　　）

・入会していない


３　環境保護の取組み
　令和７年９月１日現在
	ISO14001認証取得
	・あり　　　　・なし

	
	登録番号
	

	エコアクション21認証登録
	・あり　　　　・なし

	
	認証・登録番号
	

	環境に関する取り組み（CSR活動、グリーン購入、低公害車等の利用、地球温暖化対策、その他環境保護の取組み）状況
	


４　高齢者・就職困難者・障害者雇用等への取組み
　令和７年９月１日現在
	障害者職業生活相談員の選任状況（５人以上の障害者を雇用する事業所においては選任し、公共職業安定所への届出が必要）
	・選任している

・選任していない

	障害者雇用推進者の選任状況（法定雇用労働者数の算定の基礎となる労働者の数が４３．５人以上の事業主は選任するよう努めなければならない）
	・選任している

・選任していない

	障害者雇用に関する厚生労働省や公共職業安定所からの指導等（雇入れ計画作成命令・雇入れ計画の適正実施勧告・特別指導・企業名の公表）
	・あり
（内容及び現状の説明添付）
・なし

	東大阪市シルバー人材センター、エル・チャレンジ（大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合）の活用実績
	・実績あり

（内容　　　　　　　　）

・実績なし

	各種就労支援事業を活用して過去に雇用した人数
	地域就労支援センター
	　名

	
	障害者就業・生活支援（準備）センター
	　名

	
	母子家庭等就業・自立支援センター
	　名

	
	ホームレス自立支援センター
	　名

	大阪府精神障がい者社会生活適応訓練事業　協力事業所の実績
	・実績あり（　　年）

・実績なし

	大阪府ハートフル企業顕彰制度　受賞実績
	・あり（　　年）

・なし

	Ｃ－ＳＴＥＰ（おおさか人材雇用開発人権センター）への入会
	・入会している（　　年）

・入会していない


５　男女共同参画の取組み
　令和７年９月１日現在
	募集・採用・配置・昇進における取組み及び実績
	

	管理職に占める男女比率
	男性　　％、女性　　％

	ﾊﾗｽﾒﾝﾄに関する制度や研修実施
	

	次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画」の策定・公表
	・策定している（　　年）
・策定していない
	・公表している（　　年）
・公表していない

	女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく「一般事業主行動計画」の策定・公表
	・策定している（　　年）
・策定していない
	・公表している（　　年）
・公表していない

	「くるみん」、「トライくるみん」または「プラチナくるみん」
事業者の認定（子育てサポート事業者）
	・認定あり

・認定なし

	「えるぼし」または「プラチナえるぼし」事業者の認定
（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定事業者）
	・認定あり

・認定なし

	「男女いきいき・元気宣言」事業者の登録
（男女いきいき・大阪元気宣言事業者顕彰制度）
	・登録している

・登録していない


６　個人情報保護の取組み
　令和７年９月１日現在
	プライバシーマーク付与認定
	・あり　　　　・なし

	
	登録番号
	

	ISO27001（ISMS）認証取得
	・あり　　　　・なし

	
	登録番号
	


	発注内容
	発注先（市内業者名）
	発注時期

（委託期間）

	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	　年　月～　年　月


７　市内（東大阪市）業者への発注実績（過去3年）
　令和７年９月１日現在
※１～７の項目について、提出書類第７を用いて詳細に記述していただいても結構です。この場合、各項目には「別紙○のとおり」と記載してください。

８　主要事業及び類似施設運営実績（過去３年）

	事業名
	事業内容・実績等

（事業概要、事業収入、委託者等できるだけ詳しく記入）
	実施期間

	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	　年　月～　年　月


（１）主要事業実績

	施設名
	形態

（指定管理者

・自社施設等）
	事業内容・実績等

（事業概要、事業収入、委託者、利用者数の推移等できるだけ詳しく記入）
	管理期間

	
	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	
	　年　月～　年　月


（２）類似施設運営実績
※本市の公の施設に関する管理実績についても記入ください。

※行が不足する場合は、任意に追加ください。

９　インボイス制度について
	適格請求書発行事業者の登録
	・登録している（登録番号：　　　　　　　　　　　）

・登録していない


様式第２（第３条第２項第２号関係）
役　　員　　名　　簿

	役職名
	氏名（ふりがな）
	性別
	生年月日
	住　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


提出書類第２－１
事　業　計　画　書

	担当窓口

※必ず記入。「未定」は不可。
	所属（事業所）名
	

	
	所在地
	

	
	施設までの所要時間
	

	施設の管理運営方針
	

	当該施設の設置目的及び運営への考え方
	


管理運営計画
	目標（利用者数など）
	

	事業計画
	

	人員体制
	配置については、別紙

	管理にあたる人員の確保方法（採用、職種等）
	

	現に施設で働く職員の雇用に関する考え方
	

	職員指導・育成・研修
	

	市民ニーズの把握と運営への反映方法
	

	利用者の増加に向けた取組み
	

	広報計画
	

	サービス向上のための方策
	

	すべての利用者への公平なサービス提供に対する方策
	

	目標を達成できなかった場合の措置（改善方法、委託料の見直し等）
	

	施設の維持管理に関する取組み
	

	管理運営コストの節減に向けた取組み
	

	第三者委託（再委託）の内容
	

	市内業者活用の考え方
	

	個人情報保護・情報公開の取組み
	

	地域やボランティア、他施設と連携等
	


災害・事故対策等

	安全管理
	

	防犯・防災・事故対策
	

	災害時・緊急時の対応
	

	職員への教育・避難訓練
	


自主事業計画

	事業名
	内容・目的・利用者負担・実施回数等

	
	

	
	

	
	

	
	


※各項目についてどのように考え、どのような取り組みを行っているのか、また推進していくのか具体的に記載してください。

※各項目とも提出書類第７を用いて詳細を記述いただいても結構です。この場合、各項目には「別紙○のとおり」と記載してください。

提出書類第２－２　　　追加取組の提案

	取組名
	内容・目的・
利用者負担・実施回数等
（事業組替え等の提案も可）
	必要となる条件・期間
・コスト・人員等
	期待できる効果
・費用対効果

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※効果が期待できる順に記載してください。
※追加取組の提案では、提案上限額は設定していません。
※この提案は業務の追加や見直し、組替え等の協議に活用します。
※各項目とも提出書類第７を用いて詳細を記述いただいても結構です。この場合、各項目には「別紙○のとおり」と記載してください。

提出書類第３
人員配置計画書
	役職
	担当業務
	能力、資格、実務経験年数（新規採用）等
	雇用形態等
	職員の年齢層
	常勤・
非常勤の別
	１週間の勤務時間数
	備考

	
	
	
	正規
	ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
	派遣
	その他
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


提出書類第４－１（基本業務部分）
収　支　予　算　書

施設名　東大阪市立図書館
令和　　年度分（○年目）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	項　目
	指定管理業務
収支
	自主事業

（その他）収支
	計
	積算根拠等

	収入
	利用料金収入
	
	
	
	

	
	市管理委託料収入
	
	
	
	

	
	○○収入
	
	
	
	


	
	○○収入
	
	
	
	

	
	収入合計（ａ）
	
	
	
	

	支出
	直接経費
	人件費
	正規職員

（　　　人）

臨時職員

（　　　人）
	
	
	
	

	
	
	
	法定福利費
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	消耗品費
	
	
	
	

	
	
	
	修繕費
	
	
	
	

	
	
	
	光熱水費
	
	
	
	

	
	
	
	印刷製本費
	
	
	
	

	
	
	
	車輌費
	
	
	
	

	
	
	
	通信運搬費
	
	
	
	

	
	
	
	○○費
	
	
	
	

	
	
	再委託費
	○○業務委託費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	間接経費
	一般管理費
	
	
	
	

	
	
	租税公課
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	支出合計（ｂ）
	
	
	
	

	　　　収支差（ａ）－（ｂ）
	
	
	
	


· この表は、単年度の収支計画を記載してください。また、減価償却費等実際に支出がないものについては記載しないでください。
· 市管理委託料収入は、あらかじめ設定された上限額の範囲内で記載してください。
· 備品費、手数料、会議費、保険料、租税公課、旅費等適宜加除してください。
· 支出に係る各項目について、過去の実績額から乖離する場合は必ず積算根拠を記載してください。提出書類第７を用いて詳細を記述いただいても結構です。この場合、各項目には「別紙○のとおり」と記載してください。
· 本社（本部）機能の維持に係る経費を記載する場合は、一般管理費に記載してください。なお、記載にあたっては過去の実績額から乖離しているかどうかに関わらず、具体的な積算根拠を記載してください。
提出書類第４－１　付表１
「収支予算総括表」　　施設名　東大阪市立図書館　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	項　目
	８年度
	９年度
	１０年度
	１１年度
	合計

	収入
	利用料金収入
	
	
	
	
	

	
	市管理委託料収入
	
	
	
	
	

	
	○○収入
	
	
	
	
	

	
	○○収入
	
	
	
	
	

	
	収入合計（ａ）
	
	
	
	
	

	支出
	直接経費
	人件費
	
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	
	
	修繕費
	
	
	
	
	

	
	
	
	光熱水費
	
	
	
	
	

	
	
	
	印刷製本費
	
	
	
	
	

	
	
	
	車輌費
	
	
	
	
	

	
	
	
	通信運搬費
	
	
	
	
	

	
	
	
	○○費
	
	
	
	
	

	
	
	再委託費
	○○業務委託費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	間接経費
	一般管理費
	
	
	
	
	

	
	
	租税公課
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支出合計（ｂ）
	
	
	
	
	

	　　　収支差（ａ）－（ｂ）
	
	
	
	
	


· 各年度の収支予算書の合計額を転記してください。
· 指定期間内での物価・賃金変動がないものとして作成してください。（２年目以降は市が定める方式での変動反映を基本とします。）
· 備品費、手数料、会議費、保険料、公課費、旅費等各団体の会計科目に応じ、適宜加除してください。

提出書類第５
令和　　年　　月　　日

　（宛先）東大阪市教育委員会　

（申請者）
所在地

団体名

代表者名　　　　　　　　　　　
東大阪市立図書館の指定管理者指定申請に関する誓約書・同意書
　東大阪市立図書館の指定管理者指定申請をするにあたり、私は、東大阪市立図書館指定管理者募集要項に定める申請資格をすべて満たしていること、欠格事由に該当しないこと及び提出書類の内容について事実に相違ないことを誓約します。
なお、上記について疑義が生じた場合は、貴市の指示に従い、資格要件等に関する書類を速やかに提出すること、及び貴市が関係機関に対して調査・照会を行い、資格要件等に関する情報収集を行うことに同意します。

また、私は、東大阪市が東大阪市暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約から排除していることを承知したうえで、下記事項について誓約します。

記

一 私は、東大阪市暴力団排除条例第2条第2号及び第3号に掲げる者のいずれにも該当しません。

二 私は、前号に掲げる者の該当の有無を確認するため、東大阪市から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。

三 私は、本誓約書及び役員名簿等が東大阪市から大阪府警察本部に提供されることに同意します。

四 私が本誓約書一に該当する事業者であると東大阪市が大阪府警察本部から通報を受け、又は東大阪市の調査により判明した場合は、東大阪市が東大阪市暴力団排除条例に基づき、東大阪市ホームページ等において、その旨を公表することに同意します。

五 私が東大阪市暴力団排除条例第7条に規定する下請負人等を使用する場合は、東大阪市公共工事等暴力団対策措置要綱第11条に規定する協力要請に従うことに同意します。

六 私が東大阪市暴力団排除条例第7条に規定する下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等（ただし、下請負人等が入札参加有資格者である場合又は入札参加資格を有していない者であっても契約金額が５００万円未満である場合はこの限りではない。）から誓約書を徴し、当該誓約書を東大阪市に提出します。

七 私の使用する下請負人等が、本誓約書一に該当する事業者であると東大阪市が大阪府警察本部から通報を受け、又は東大阪市の調査により判明し、東大阪市から下請契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。
提出書類第６
令和　　年　　月　　日

　（宛先）東大阪市教育委員会　

申立人（申請者）

所在地

団体名

代表者名　　　　　　　　　　　　
東大阪市立図書館の指定管理者に係る指定申請に関する申立書

　東大阪市立図書館の指定管理者に係る指定申請をするにあたり、申立人（申請者）は、下記の書類を提出できないので申し立てます。

記

１　提出できない書類

２　理由
提出書類第７
団体概要書・事業計画書・収支予算書（別紙　　）

団体名：

	項目名：

	


※この様式は、団体概要書・事業計画書・収支予算書の各項目について、枠内に収まらない場合に使用ください。

※団体概要書・事業計画書については、１項目につきＡ４用紙１枚以内としてください。

提出書類第８（共同企業体による申請用）

共同企業体構成団体届

令和　　年　　月　　日

（宛先）東大阪市教育委員会
団体の名称

構成団体(代表企業) 所在地
名称

代表者名　　　　　　　　　
構成団体
所在地
名称

代表者名　　　　　　　　　
構成団体
所在地
名称

代表者名　　　　　　　　　
東大阪市立図書館の指定管理者の申請にあたり、団体を結成しましたので、届出します。

提出書類第９（共同企業体による申請用）
委　任　状

　私達は、下記の受任者を代理人と定め、当団体が存続する間、次の権限を委任します。

記

受任者

所在地
名　称

代表者名

【委任事項】

・東大阪市立図書館の指定管理者申請書類の作成及び提出等に関する全ての業務

・東大阪市立図書館の指定管理者として管理を行うことになった場合、企画・管理の総括、使用許可の取扱い、団体の会計

令和　　年　　月　　日

団体名

構成団体　所在地
名称
代表者名　　　　　　　　

構成団体　所在地
名称
代表者名　　　　　　　　

　　　　　　　　　
提出書類第１０（共同企業体による申請用）

東大阪市立図書館管理業務に関する団体協定書（例）

第1条

（目的）

第2条

（名称）

第3条

（所在地）

第4条

（成立の時期及び解散の時期）

第5条

（構成団体の所在地及び名称、出資比率）

第6条

（代表企業の名称）

第7条

（代表企業の権限）

第8条

（構成団体の責任）

第9条

（権利義務の制限）

第10条

（剰余金の分担）

第11条

（構成団体の脱退に対する措置）

第12条

（構成団体の破産又は解散に対する措置）

第13条

（協定書に定めのない事項）

令和　　年　　月　　日

構成団体（代表企業） 所在地                  

名称　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　
構成団体　　　　　 　所在地　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　
代表者名   　           

構成団体　　　　　 　所在地　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　
代表者名  　            

　　　　　　　
提出書類第１１
担当組合員届

	組合名
	


	１.組合員

	所在地
	

	名称
	

	代表者名
	

	担当者
	

	所属
	

	電話
	
	FAX
	


	２.組合員

	所在地
	

	名称
	

	代表者名
	

	担当者
	

	所属
	

	電話
	
	FAX
	


	３.組合員

	所在地
	

	名称
	

	代表者名
	

	担当者
	

	所属
	

	電話
	
	FAX
	


	４.組合員

	所在地
	

	名称
	

	代表者名
	

	担当者
	

	所属
	

	電話
	
	FAX
	


※記入欄が足りない場合は、本様式を複写して使用してください。

